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荒憲治郎教授の「物価水準と産出量の決定機構」について

藤　野　正三郎

8

辱

1　はしがき

　荒憲治郎教授は，その永年にわたるマクロ経済学につ

いての研究を背後におい七，『マクロ経済学講義』（創文

社，1985年）を出版された。これは，マクロ経済学につ

いての標準的な理解をベースにしっっも，荒教授独特の

見解を盛り込まれたものであり，大学学部学生向けの講

義とはされてはいるが，テキスいブック的内容と併せ

て，研究書としての性格をもつ優れ，た大著である。

　しかも，荒教授がこの書の「はしがき」で「通常のテ

キストであれば平明に諸学説を解説すれば事足りるのに，

例えば古典学派雇用理論の第一公準に対するケインズの

賛同意見の表明は間違であったというように，まだ学界

でも一般的な承認を得ていない論争的なテーマにまで学

生を誘いこんで余分の負担を強制しているのである」と

述べているように，古典派第1公準の放棄という，マク

ロ経済学の理解の上で野心的なこころみを行っている。

　古典派の第1公準の放棄は，ケインズ経済学へのいわ

ゆる丘xpriceアプローチといわれている老え方をとる人

々によっても行われているのであるが1），荒教授のそれ

は教授独自の斬新な見解であり，極めて興味深いもので

ある。荒教授は，その企てを論争的と表現されているの

で，その論争的見解の提示に対してわれわれなりの反応

を示すのは，現代のマクロ経済理論に重大な関心をいだ

くものの1人としての努めでもあると考える。

　われわれは，古典派の第1公準と第2公準め取扱いに

ついては，われわれなりの考え方をもっており，それは

S・Fujino［5，　pp・140－158］で示した。しかし，ここで

は通説的な立場から荒教授の見解について若干の疑問を

提示し，教授の高教をえたいと考える。

　検討は，荒教授の物価水準と産出量の決定機構に関す

る考察に関して，3点にわたって行われる。第1は，物

価が変動したとき，第1公準に従う場合と投資乗数に従

う揚合とで矛盾が生ずるとする荒教授の見解についての

　1）　RJ．　Barro，　and　H．1，　Grossman［2］，　J．　P．

Benassy［3］，［4］，　E．　MaIinva．ud［6］，　E．　Malinvaud

and　Y，　Younεs［7］などをみよ。

吟味である。第2は，荒教授の企業行動に関する想定の

検討である。そして第3は，産出量の動学的変動につい

ての見解の老察である。

2第1公準と乗数理論は矛盾するか

　荒教授は，物価変動のマクロ機構を解明するに当って，

まず，ケインズがその雇用理論で採用した古典派の第1

公準とケインズの主張する投資乗数の理論との間には次

のような矛盾があると主張する（荒憲治郎［1，pp．298－

317］）。

　いま，物価が低下すると仮定してみよう。この揚合，

実質賃金率は上昇するから，第1公準に従うと雇用が減

少するはずである。古典派の第1公準とは，企業は所与

の生産物価格と貨幣賃金率の下でその利潤を極大にしょ

うとすると，その労働需要量は，実質賃金率の減少関数

になるという命題である。

　しかるに，物価の低下により実質貨幣残高は増加する

から，利子率は低下し，投資は増大するはずである。こ

のとき産出量は増加し，雇用も拡大しているはずである。

したがって，第1公準と投資乗数理論とは矛盾する。荒

教授は，この矛盾を解消するため第1公準を放棄しよう

とするのである。

　ここで，この荒教授の議論の前提となっていると思わ

れる体系を表示してみよう。それは，次のようなもので

あると考えられる。

（1）

（2）

（3）

（4）

ここに，

は物価，γは利子率，

である。

σは実質消費需要である。

　この体系は，4個の方程式に対して「，瓦ω，p，γ，Mの

6個g）変数を含む。そして，通常は，この体系において

r冨F（N），．F’＞0，　F”＜0，

む
一＝F’（N），

r＝1（γ）十〇（r），∬＜0，0＜0’＜1，

翌　．

一コ五（γ，r），　L7〈0，五y＞0．

7は産出量：，1＞』は雇用量，ωは貨幣賃金率，p

　　　　　翌は：貨幣量であり，Fは生産関数

またゐは実質貨幣需要量，∫は実質投資需要，
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は卿とMとが所与と想定される。もしそのように前提

すると，pは内生変数となる。そのとき，　pの変動から

出発して議論を行ってもよいのであろうか。あるいは，

どのような状況を考えれば，荒教授の前提（物価の下落）

が成立するのであろうか。

　さきの体系について，次のような考え方もありうる。

まず，（3），（4）式でpを所与としてγとy’とを決定する

と老える（18一五Mの関係）。この7の下で（1）式により

Nが定まる。そして，そのNに対し（2）式で企業が初め

に所与としたpを決定するという考え方である。

　しかし，荒教授は，この考え方は正当ではないと考え

る。「なぜならば，古典学派が主張するのは所与の実質

賃金率に対する産出量決定の命題であって，決してその

逆ではないからである」（p．299）。

　以上が，古典派の第1公準を放棄しなければならない

とする荒教授の主張の根拠である。しかし，われわれは，

この荒教授の主張は，連立的に考えなければならない

（1）～（4）式の体系を，非連立的に考えたことから発生し

ているように考える。あるいは，分析を進めるに際し，

まず差し当って産出量の供給において需要される労働量

と，産出量の需要を満すに必要な労働量とを区別してお

かないことから発生しているように考える。

　側と勉とを所与とした堅磐の（1）陶（4）式の体系のワ

ーキングを明らかにするために，そこでは区別されてい

ない産出の供給量と需要量とを明確に区別しよう。産出

供給量をy8で示すと，（1）式の生産関数におけるyは

r8である。これは，ωとpとが企業に与えられた配合，

その下で企業が利潤の極大を求めるとき，企業は（2）式

が成立するように，すなわち，実質賃金率と労働の限界

生産力が等しくなるように，雇用量Nを決定し，した

がって，そのNの下で「8＝F（N）となるように｝78を

供給することを示す。そこで，（1）式の逆関数をN

＝，F－1（y3）とし，それを（2）式に代入して

　（5）　竺＝F’［F－1（y，）］

としよう。

　次に（3）式の左辺のyは何であるか。（3）式の右辺は

投資需要と消費需要の合計である。したがって，それは

産出需要量を示す。もし，（3）式をこの産出需要：量yb

の定義式と考えれば，（3）式：左辺のrは｝rdである。し

かし，（3）式は，このydと巧との均等関係を示す式と

考えるべきであろう。

　（3）式については，いま1っ考えておかなければなら

．ないことがある。それは，消費関数σ（「）の中のγは

Vo1．38　No．3

何かということである。これは，消費計画をたてる家計

が，その計画に際して想定する実質所得であり，概念的

には玲ともrdとも異なる。しかしここでは，家計は

企業の決定した産出量をその稼得する実質所得と想定す

ると仮定しよう。これと別の前提をおくこともできるが，

議論の単純化のため，このように想定する。

　以上により，（3）式を

　（6）　　　　F8＝rσ≡1（γ）十σ（｝78）

と書き改めることにしよう。

　　　　　　　　第3に，（4）式右辺に現われるrは何であるか。これ

は，家計と企業の取引動機による貨幣需要を示すための

ものである。つまり，このyは，家計の想定する実質

所得と企業の産出供給量：に関係する。われわれは，家計

の実質所得を｝㌔に等しいと仮定した。したがって，（4）

式右辺のrは｝78である。そこで，（4）式の代りに

　　　　M　（7）　一＝五（γ，F8）

としよう。

　さて，（5）式を図示してみよう。F－1は玲の増加関数，

F’はNの減少関数であるから，（5）式において（刎p）は

「8の減少関数となる。そこで，（5）式を図示すると，第

1図のy8線をうるであろう。そして，ωとpとが（刎p）o

となるように与えられているとすると，企業は｝780の産

出量を供給しようとするであろう。　　，

　このとき，どのような需要量が生ずるであ．ろうか。ま

ず，消費需要を考えよう。限界消費性向が0より大で，

1より小であるばかりでなく，平均消費性向が1より小

であるとすると，yF80の産出量の下でそれと同額の家計

の実質所得が生れているとき，消費需要はy80より小さ、

　　　　　　　　　　　第1図
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いはずである。しかし，このF80と所与のMとpの下

で，（7）式である利子率水準γが成立し，これに対応し

てある大きさの投資需要が発生する。・いま仮りに，その

投資需要を0（F80）の消費需要に加えても，その大きさ

は780に及ばず，第1図のr己。の需要量が発生したと

してみよう。このとき，7σoくy50であり，生産物に対す

る超過供給が発生する。したがって，生産物市揚では，

最初に所与とした物価より，低い水準に物価が低下する

であろう。

　荒教授が，古典派の第1公準と投資乗数理論との間に

矛盾した結果が生ずると主張するに際して，「物価水準

の下落」ということを出発点にとるが，その下落は上記

のような状況で発生しているものと考えなければならな

いであろう。

　問題は，このとき何が生ずるかである。まず，生産物

の供給側を考えよう。pが低下するから，一定のωの

下で実質賃金率は上昇する。したがって，企業がこの上

昇した実質賃金率の下でその利潤を極大にしょうとする

と，（5）式にしたがって巧を減少させることになる。す

なわち，第1図で（ω／P）1の実質賃金率に対してyF81の

産出量を供給しようとする。この揚合，企業は雇用量

（労働需要量）を以前より減少させようとする。荒教授が，

pが低下すると第1公準にしたがうとき雇用量が減少す

ることになるというのは，この点に関係している。

　しかし，このとき，生産物への需要量はどうなってい

るであろうか。まず，｝78が（y80一｝781）だけ減少するから，

消費需要は減少する。しかし限界消費性向は．1より小さ

いので，消費需要の減少は，（yF80－781）より小さいはず

である（荒教授は，物価が低下した揚合のこの生産物需

要減少効果を老母していない）。．かくして，7dはyσoか

ら（｝780一「のより小さい値驚け左へ移動しようとする。

　ところが，pが低下すると，（7）式で（珊p）が増大し，

その結果，利子率rが低下する。それだけではない。｝78

が減少するから，γはより一層低下するであろう（荒教授

はこの効果を老えに入れていない）。このため，投資需

要■（γ）が増加する。荒教授が，pが低下する揚合，1が

増大し，雇用量が増加するというのは，この効果に関係

している。それは，生産物の需要量が増加するとき，そ

の需要量の増加をもたらすに必要な雇用量の増加である。

　もし，以上の投資増が，．さきの消費減を相殺する以上

の大きさであれば，玲は｝rdOより大となる。しかし，

投資増と消費減の合計が玲を｝τ¢0から減少させるよう

なものであったとしても，以上の検討から明らかなよう

に，γ¢の減少幅はy8の減少幅より小さい。したがっ
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て，生産物の超過供給の大きさは減少する。そして以上

の過程を続けるとき，巧がyσにキャッチ・アップす

る。そして，そこで物価pが決定されるのである。

　（1）～（4）式の体系において，（3），（4）式でp（と翌）を

所与としてγとrを決定し，そのγとyの下で，ωを

所与としてp炉決定されるというのは，以上のような均

衡の成立においてである。しかるに，荒教授の物価が下

落したらという前提から出発する議論は，そ。均衡物価

に到達する動学的プロセスにおける生産物需給の不一致，

それにともなう企業の労働需要量と，そこでの生産物需

要を満すに必要な労働投入量との不一致に関係している。

動学的なプロセスでそのような不一致が発生することは，

何ら矛盾ではない。したがって，荒教授のいう論拠から

古典派の第1公準を棄却することはできないであろう。

3　フル・コスト原理と産出量の調整

　さて，荒教授の議論で第2に問題になることは，そこ

での企業の行動がどのように考えられているか不明瞭で

あるということである。荒教授は，企業の価格形成はフ

ル・コスト原理によって行われると考え，しかも，利潤

加算率は外生的に与えられるパラメーターとする（pp．

300－305）。したがって，そもそもそこでは，企業行動は

説明ぬきの外生的に与えられたものとなっているのかも

しれない。

　しかし，有効需要の大きさに応じて企業が産出量を調

整するとすれば，そこには何らかの企業行動が前提され

なければならないが，その企業行動は，フル・コスト原

理とは別のものである。この別のものとしての企業行動

を荒教授はどのように考えているのか。

　この点に関連して，荒教授は，固定価格法を採用する

と，「決定された価格水準の下で企業のなすべき行動は

需要量に等しい供給を決定することとなるのである」と

し，第2図のような説明を加えている（pp・109－111）。

　企業が鞠の需要量を想定してその生産を行ったとき，

企業はαの高さのコストのみならず，⑳の利潤（それは，

αのコストに一定の利潤加算率を適用して計算される）

を含めて価格を設定する。荒教授は，このとき勉の需

要しか生じないとすれば，そして生産物がperishable

であれば，企業の利潤は08となるという。この場合，

企業が産出量を鞄に定めれば，0θより大きい利潤dθ

をうるから，企業は鞄に産出量を調整すると主張する。

　しかし，まず第1に，企業が鞠を生産し，かっ需要

量が鞄しか生じなかったとき，その利潤は昭となる

のではなく，0♂となるはずである。p、線とp2線は，荒
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第2図
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総費用＋期待利潤

d

P1

総費用

0　　　　　　　　　　　　κ己　恥　　　　　　　産出量：

教授の図に筆者が附け加えたものである。鞠の産出量に

おける総費用十期待利潤は点るの高さである。したがっ

て，そこでの価格はp1線の勾配となるはずである。そ

して，この価格の下で需要量：が晦であるとすると，そ

のときの実現される利潤は00’となるはずである。この

点，荒教授の説明に疑問がいだかれる。

　しかし，より問題となる点は，企業が産出量を勉に

調整したとき，需要量はどうなるかということである。

企業が産出量を．吻とするときの価格は，p2線の勾配に

よって示される。それは，p1線の勾配より大きい。つ

まり，吻における価格は鞠におけるそれより高くなっ

ている。より低い価格の下でも勉の需要量しかなかっ

たのである。それよりさらに価格が上昇すると，需要量

は鞄よりより小さくなるのではないか。

　これは，マクロ経済的には次の経路で発生する。企業

が産出量を減少させるので家計の所得が減少し，そのた

め消費需要が減少する。他方，物価が上昇するので，実

質貨幣残高が減少し，利子率が上昇して投資が減少する。

もっとも，産出量の減少は取引動機による貨幣需要を減

少させるから，利子率低下の傾向が相殺されるかもしれ

ない。しかし，合計としては，需要量は電より小さく

なる傾向が発生しょう。

　このとき，荒教授の議論にもとつくと，企業は再び産

出量を減少させることになる。それは再び物価の上昇を

呼び，さらに以上のプロセスが繰返されることになる。

そうすると，企業は産出量を減少し続け，物価は上昇し

続けることになるのではないか？

4　産出量の動学的調整
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荒教授のフル・コスト原理による総供給曲線の導出に

は，以上のような問題点が含まれている。しかし，いま

それをおく。ただ，その総供給価格が，マーシャルの供

給価格とは異なることを主張するに際して，荒教授は，

「マーシャル経済学での供給価格は供給関数の逆関数と

しての市揚価格が意味され，老の基礎にあるのはその時

々に与えられた市揚価格の下で企業が決定する生産量と

価格の関係」であると述べている（p．306）。しかし，マ

ーシャルの供給関数は，一定の産出量の下での費用極小

化行動から導出され，その際のラグランジュ乗数が供給

価格に当るのであり，その供給価格は市揚価格ではない

のではないか（A，Marshall［8，　p．339コ）。

　さて，それはともかく，荒教授は，他方，（1）～（4）式

の体系の（3），（4）式から，pを麗・と｝7の関数ん（砿y）

として表示し，これを総需要曲線とよぶ（p．308）。

S．Fujino［5，　pp．140－158］でわれわれが指摘したように，

これを総需要曲線と呼ぶのには，それなりの問題があり，

そしてそのようにすることは，M．フリードマンなどの

自然率仮説に近い立揚をとることになる。しかし，ここ

ではその点は無視しよう。

　さて，荒教授の総需要曲線は，物価（需要価格）と産出

量の間に第3図に示したような右下りの関係を与える。

そして，荒廃教は，pと｝7の組み合せが∴この関係か

ら離れた地位にあるとき，どのような運動が起こるかを

問題とする。

　第3図において総需要曲線．んより下の領域では投資

が貯蓄を超過し，それより上の領域では貯蓄が投資を超

過する。そこで，点6のような地位に体系があるとする

と，どんな調整が発生するであろうか。荒教授は，点6

のように投資が貯蓄を超過し，したがって生産物市場に

超過需要があるとき，物価が上昇して体系が？πの方向

P

第3図
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Ju1．1987 荒憲治郎教授の「物価水準と産出量の決定機構」について

に動くと考えるのが古典派的調整，これに対して，産出

量が増加し，体系があの方向に動くと老えるのがケイン

ズ的調整であるとする。そして，後者の動きを

（・）艦一・微砿・）羽

と表わすのである。この揚合，この産出量調整がさきの

第3節で問題とした企業の行動とどんな関係にあるのか，

必ずしも閉確ではない。その点に加え，ここにはさらに

以下で述べる問題点が含まれている。

　荒教授は，物価pが総需要関数ん（M，y）に等しくな

るように決定されるとき，産出量が，動学的調整式

（・）砦一・｛酬醐｝

にしたがって変動すると考える二合をマーシャル的調整

としている。ここに，／8＠，y）は荒教授の総供給関数で

ある。それは，確かにマーシャル的調整である。この揚

合，物価は，yが与えられるとき，　p＝∫己（翌，　y）となる

ように決定される。つまり，所与の産出供給量：に対して，

市揚がクリアーされるような物価が直ちに成立すると呪

えられている。したがって，企業はその物価を観測する

ことができる。他方，ゐは企業自体の供給価格の状態で

あるから，「のある量を生産するとき，所与の卿の下

で九，すなわち，企業が少なくともこれだけはほしいと

考える生産物単位当り価格がどのような高さであるかを

知っている。したがって，企業は，ある産出量水準にお

いて市場で観測される物価と，その産出量に対する自己

の供給価格を比較して産出量の調整を行うことができる。

このように，市揚での価格と企業の供給価格とを企業が

比較し，その産出量の調整を行うという企業行動が，現

実の説明として適当であるかどうかについては大いに疑

問がある。自然率仮説は，このマーシャル的調整と基本

的な発想で一致しており，われわれは極めて非現実的な

想定であると老える。しかしながら，それはそれとして，

そのような見方は，それなりに成立可能である。

　しかし，企業がみによって物価を決定するとき，み

に対して企業が生産している産出量についてどのような

価格で市場がクリアーされるかについて企業は知ること

はできない。つまりp＝ん（翌，r）なる需要価格を企業

は観測することはできない。その場合，企業は（8）式に

したがって産出量を調整するのは不可能ではないか。

　合理的期待形成の1っの形として，経済主体が経済の

構造を完全に知っているという開合がある。企業がもし

このような主体であるとすれば，辺の大きさをそれが知

っているとき，それは，ある産出量に対して市揚をクリ
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アーする価格を知りえよう。しかしこのとき，（8）式に

したがって産出量を調整すると考えることは合理的では

ない。なんとなれば，それはあるMの下でp＝ル（M，｝7）

となる以外の7では需給は一致しないことを知ってい

るからである。そのとき，その企業はゐ＠，y）＝ん（M，

y）が即時に成立するようにrを決定するであろう。需

給の不一致，供給価格と需要価絡の不一致など生じよう

がないからである。

　企業にとってん（班，7）は観測可能ではない。しかし，

企業があるrに対してpをある水準に定めたとき，そ

のyとpの下で生れる産出需要量の大きさは，これを

知ることができる。けだし，それは生産物の買手側が企

業に示す生産物需要量だからである。したがって，企業が

（1・）難訓・・一η

の形での調整を行うことは可能である。しかし，総需要

曲線んを用いるとき，この玲の値を知ることはでき

ないのである。なんとなれば，ルは与えられた産出供給

量を丁度吸収するに足る価格を示すものであり，そこで

は供給量と需要量とのギャップが生じようがないからで

ある。（7己一｝78）は投資と貯蓄の差に等しい。荒教授は，

産出量は投資と貯蓄の差に正の反応を示すと考えること

が，ケインズ的調整であるとしているが（p．307），それ

は（10）式の関係にほかならない。しかし，（8）式と（10）

式とは矛盾するのである。　　（一橋大学経済研究所）
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